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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第148期

第３四半期
連結累計期間

第149期
第３四半期
連結累計期間

第148期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 （百万円） 392,327 389,107 553,448

経常利益 （百万円） 35,587 28,122 50,411

四半期（当期）純利益 （百万円） 33,652 18,824 44,122

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 50,774 31,132 66,139

純資産額 （百万円） 247,941 258,548 256,596

総資産額 （百万円） 446,930 496,561 476,387

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 99.00 56.00 130.19

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 98.70 55.83 129.79

自己資本比率 （％） 53.7 50.2 52.0

 

回次
第148期

第３四半期
連結会計期間

第149期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

 
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

 

 
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

 

１株当たり四半期純利益 （円） 45.56 30.61

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。

２．売上高には消費税等は含まれていません。

３．１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益の算定における「期

中平均株式数」は、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を控除しています。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものです。

 

（１）業績の状況

①当第３四半期連結累計期間の状況

 当第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）におけるわが国の経済は、消費税率

の引き上げに伴う駆け込み需要の反動などの影響がみられたものの、緩やかな回復基調が続きました。

 また、国内の住宅市場は、駆け込み需要の反動によって新設住宅着工やリフォーム需要の減少などの影響があり

ました。

 このような事業環境の中、当社グループは、引き続き創立100周年を迎える平成29年（2017年）に向けた長期経営

計画「ＴＯＴＯ Ｖプラン２０１７（以下Ｖプラン２０１７という）」及び、平成26年度からスタートした４ヵ年の

中期経営計画に基づき、「国内住設事業」「海外住設事業」「新領域事業」の各事業領域での活動を推進しまし

た。

 その結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、連結売上高に関しては３，８９１億７百万円（前年同四半期比

０．８％減）となりました。

 一方、利益面では、連結営業利益が２５１億８千８百万円（前年同四半期比２２．６％減）、連結経常利益が２

８１億２千２百万円（前年同四半期比２１．０％減）、連結四半期純利益が１８８億２千４百万円（前年同四半期

比４４．１％減）となりました。

総資産は、前連結会計年度末に比べ、２０１億７千４百万円増加いたしました。主な内容は、建物及び構築物

（純額）が１１８億１千９百万円の増加、投資有価証券が１１５億８千８百万円の増加、商品及び製品が６８億８

千４百万円の増加、仕掛品が５６億８千４百万円の増加、投資その他の資産のその他に計上している繰延税金資産

が５４億８千６百万円の増加、有価証券が１５９億９千万円の減少、受取手形及び売掛金が１０１億９千６百万円

の減少となっています。

 また、負債は、前連結会計年度末に比べ、１８２億２千１百万円増加いたしました。主な内容は、退職給付に係

る負債が２４９億７千３百万円の増加、未払法人税等が４２億１千４百万円の減少となっています。

 

②セグメントの業績

ａ．国内住設事業

 当第３四半期連結累計期間の業績は、リモデル分野、新築分野とも駆け込み需要の反動による影響が想定以上に

長引いていることなどによって、売上高が２，９７６億１千８百万円（前年同四半期比６．９％減）、営業利益が

１２１億６千２百万円（前年同四半期比５３．６％減）となりました。

 

 ＴＯＴＯ、ＤＡＩＫＥＮ、ＹＫＫ ＡＰ（以下ＴＤＹという）では、引き続き「グリーンリモデル診断（住宅に関

わる環境評価基準を参考にした客観的な住まいの診断）」を活用し、トイレ・バス・キッチン・洗面の各空間にお

けるリモデル提案を行うことによって、環境に貢献するリフォーム「グリーンリモデル」を推進しています。

 

・平成26年12月、ウォシュレット一体形便器の新商品、新「ネオレストハイブリッドシリーズ AH/RH」を発表しま

した。この商品は、当社独自の「きれい除菌水」を使った新機能「においきれい」を搭載しています。

 「きれい除菌水」は水道水に含まれる塩化物イオンを電気分解して作られる除菌成分を含む水で、薬品や洗剤を

使わずに作られ、時間が経つと水に戻るため、環境にやさしいのが特長です。「においきれい」は、この水に

よって、トイレ空間の気になるニオイの主成分を脱臭する新機能です。

・平成26年12月、スタンダードタイプの温水洗浄便座、新「ウォシュレットS」及び新「ウォシュレットSB」を発表

しました。この商品は、防汚性・清掃性を高める新機能を追加しています。

・平成26年12月、国内最大規模の環境展示会「エコプロダクツ2014」に出展しました。この展示会では、「TOTOグ

ローバル環境ビジョン」をテーマに水まわりからの環境貢献の取り組みや、節水・省エネ商品と環境技術、もの

づくり現場での環境活動への取り組みを紹介しました。
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ｂ．海外住設事業

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が１，１０７億３千９百万円（前年同四半期比２３．９％増）、営

業利益が１６８億７百万円（前年同四半期比６３．９％増）となりました。

 なお、営業利益の増益は、売上高の増加、生産性の向上及び、為替変動の影響などによるものです。

 

 世界経済は、一部で弱さが見られるものの、全般には緩やかな回復が続きました。

 このような環境の中、海外住設事業においては、各国・各エリアでの経済動向や社会動向を注視しつつ、Ｖプラ

ン２０１７及び中期経営計画に基づいた着実な成長戦略を推進しています。

 

＜米州＞

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が２１０億４千８百万円（前年同四半期比２３．１％増）、営業利

益が１３億３千４百万円（前年同四半期比４８．８％増）となりました。

 

 米国では、市況の回復は依然として緩やかですが、当社グループにおいては、中高級市場におけるトップメー

カーとしての商品優位性や価値伝達によって、ブランドの価値を高め、競合他社との差別化を図っています。

 また、米州事業においては、成長市場の中南米エリアも包括した販売網の構築を進めています。

 

・平成25年に発売した、「きれい除菌水」を便器に噴霧する機能を搭載したウォシュレット一体形便器「ネオレス

ト」の販売が好調に推移しています。また、この商品は高い節水性能（洗浄水量３．８Ｌ）によって、一般的な

便器（洗浄水量６Ｌ程度）に対して差別化を図っています。

・住宅向け水栓において、新商品の投入や販売代理店の店頭における展示の拡充を進めています。これにより、水

まわり空間におけるＴＯＴＯブランドの存在感を高めると共に、一層の拡販を図っています。

・米州における新規市場であるブラジルでは、ホテルや商業施設及び、オリンピック施設など、ハイエンド市場で

の指定活動に注力しています。

 

＜中国＞

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が５７３億６千７百万円（前年同四半期比２０．９％増）、営業利

益が１２２億４千１百万円（前年同四半期比５２．３％増）となりました。

 

 中国では、経済の緩やかな回復の動きがあるものの、政府の不動産抑制政策の市況への影響が続いています。こ

のような環境の中、当社グループにおいては、内陸部における市場の拡大や、大都市から周辺都市への成長市場の

移行など、市場環境の変化を注視して対応しつつ、高級ブランドとしての強みを活用し、現地のお客様に支持され

る事業活動を推進しています。

 また、中国国内の長期的な市場成長による需要増に対応するため、効率的な生産・最適な供給体制の構築を進め

ており、平成26年７月には、衛生陶器を生産する福建工場が稼動を開始しました。

 

・平成26年11月、本格的な出荷開始に伴って、衛生陶器を生産する「東陶（福建）有限公司」の工場開業式を行い

ました。今後も増加が見込まれる中国市場に高品質な商品を供給し、地域に根ざした事業活動を推進していきま

す。

・市場が拡大している大都市の周辺への大規模ショールームの出店や、主要都市の既存ショールームのリニューア

ルを進めています。

 

＜アジア・オセアニア＞

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が２９２億８千９百万円（前年同四半期比３２．２％増）、営業利

益が３６億２千万円（前年同四半期比９７．２％増）となりました。

 

 アジア・オセアニア地域では、世界の供給基地としてタイ、インドネシア、ベトナムでの生産体制を充実させる

と共に、新興国市場での販売力を強化しています。インドネシア、台湾、ベトナムでは、高級ブランドとしての地

位を築きつつあります。

 インドにおいては、平成23年に現地法人を設立し、販売網を構築しています。また、需要拡大に対応するため、

グジャラート州に建設していた衛生陶器の工場が、平成26年７月に稼動を開始しました。

 

・インドでは、販売網の整備を進めると共に、国際空港に節水便器や水栓金具が設置されるなど、高級現場での採

用が進んでいます。
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・ベトナムでは、市場の成長に合わせて、高級物件の攻略と共に、個別散在物件の取り込み強化のため、販売網の

拡大やアフターサービス体制の整備に取り組んでいます。

・台湾では、ウォシュレット一体形便器「ネオレスト」のＣＭ放映など積極的な販売プロモーションを行い、更な

るブランドイメージの浸透を図っています。

 

＜欧州＞

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が３０億３千３百万円（前年同四半期比１３．２％増）、営業損失

が３億９千万円（前年同四半期は営業損失５億２千万円）となりました。

 

 欧州では、ドイツ、フランス、イギリスを中心に、販売チャネルの構築を進めており、代理店のショールームで

は、当社の商品の展示が進んでいます。また、「ネオレスト」などの節水性能とデザイン性の高い商品を市場投入

することによって他社との差別化を図り、欧州のみならず、グローバルでＴＯＴＯブランドの存在感をアピールし

ています。

 

・販売代理店におけるショールーム展示の質の向上や、新規チャネルの開拓・拡大などに注力しています。これに

よって、ホテルなどの高級現場における商品の採用が進んでいます。

・平成26年７月、高級ゾーンを対象とした新しいウォシュレット一体形便器を発売しました。従来モデル以上に機

能とデザイン性を兼ね備えた商品として、販売が好調に推移しています。

 

ｃ．新領域事業

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が１４９億４千１百万円（前年同四半期比６．５％増）、営業損失

が４億８千万円（前年同四半期は営業損失１４億円）となりました。

 

 当社のオンリーワン技術を活かした「セラミック事業」、環境浄化技術「ハイドロテクト」による建材や塗料な

どを展開する「環境建材事業」等を「新領域事業」として、Ｖプラン２０１７及び中期経営計画達成に向けた事業

活動を推進しています。

 

＜セラミック事業＞

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が７６億５千万円（前年同四半期比２２．８％増）、営業利益が１

億６千３百万円（前年同四半期は営業損失７億２千万円）となりました。

 

 オンリーワン技術を活かした構造部材、静電チャックなどの高精度精密セラミックス部品や光通信部品に特化

し、全社横断の革新活動「ものづくり革新」活動を推進することにより、最適な生産体制の整備を進めています。

 当第３四半期連結累計期間の業績は、引き続き半導体市場の回復や光通信市場が活況であることなどを背景に、

各商品の売上が大幅に伸長しました。また、製造部門で進めてきた体質強化の効果と共に、新商品の売上が伸長し

たことによって、営業利益が改善しました。

 

・平成26年12月に開催された「SEMICON JAPAN 2014」に出展しました。この展示会では、精密セラミックス構造部

品、静電チャック、AD法によるセラミック膜、ボンディングキャピラリーなどを紹介し、独自素材や次世代の技

術トレンドを取り入れた提案が注目を集めました。

 

＜環境建材事業＞

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が７２億９千万円（前年同四半期比６．４％減）、営業損失が６億

４千４百万円（前年同四半期は営業損失６億８千万円）となりました。

 

 「ハイドロテクト」は、光触媒を利用し光や水の力で地球も暮らしもきれいにする環境浄化技術であり、技術ブ

ランドです。既に多くのお客様にご活用いただいており、建物の外壁から室内の壁や床までさまざまな製品に利用

されています。また、事業戦略も国内中心から海外へと拡大させ、業種を横断したパートナーシップ「ハイドロテ

クトの輪」をグローバルに広げ、「ハイドロテクト」の普及と共に環境貢献を進めています。

 当第３四半期連結累計期間の業績は、駆け込み需要の反動があった一方で、従来から取り組んできた革新活動に

より生産性が向上したことと共に、新商品の販売が好調だったことなどにより、売上は減少したものの前期に続い

て損失幅を縮小しました。

 

・光触媒による高い抗ウイルス性・抗菌性を施した内装用防汚陶板「ハイドロセラ」シリーズを、グローバルに拡

販しています。国内では、壁材の「ハイドロセラ・ウォール」の用途が、トイレ空間だけでなく、浴室や喫煙室
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などに広がっています。また海外では、特にアジア地域において、著名なオフィスビルやショッピングモール、

マンションなどでの採用が大きく伸長しています。

 

＜燃料電池＞

 燃料電池の心臓部である発電モジュールにおいて、オンリーワン技術であるセラミック製発電セル（ＳＯＦＣ）

及び発電モジュールの製造・開発を推進し、早期事業化を目指しています。

 

・高い発電効率を実現し、実作動環境下での性能確認のため、実証試験を継続して進めています。また、燃料電池

システムメーカー、ガス会社、研究機関などと連携して、実用化に向けて更なる耐久性の向上に重点を置いて開

発に取り組んでいます。

・成長が期待される国内市場に対応するべく量産技術開発を推進すると共に、海外市場も意識し、グローバル展開

を視野に入れた事業活動を推進しています。

 

③その他

＜CDPの「気候変動パフォーマンス先進企業」と「気候変動情報開示先進企業」に選定＞

 地球温暖化防止への取り組みがCDP（※）から高く評価され、2014年度の「気候変動パフォーマンス先進企業

（Climate Performance Leadership Index、以下、CPLI）」、及び「気候変動情報開示先進企業（Climate

Disclosure Leadership Index、以下、CDLI）」に選定されました。「CPLI」の選定は今回が初めて、「CDLI」は３

年連続の選定となります。

 CDPは機関投資家と連携し、全世界で約5,000社、日本では大手企業500社（以下、ジャパン500）に対して、気候

変動への戦略や温室効果ガスの排出量に関する情報開示の質問書を送付しており、その回答内容を基に気候変動レ

ポートを作成しています。

 本年度の「CDLI」はジャパン500から24社が選定されており、ＴＯＴＯはそのうちの１社となります。

（※）企業や都市の重要な環境情報を測定・開示・管理・共有するためのグローバルシステムを提供している国

際NPOです。

 

＜本社厚生用地の売却を発表＞

 平成26年10月、本社厚生用地（北九州市小倉北区）を売却することを発表しました。

 これは、長期経営計画「Ｖプラン２０１７」の革新活動のひとつである「マネジメントリソース革新」における

“資産の効率的利用による財務体質の改善・スリム化”の一環であり、同用地にあるＴＯＴＯ歴史資料館及び、北

九州ショールームは、現在本社敷地内に建設中の新複合施設棟（仮称）に移転します。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

[株式会社の支配に関する基本方針について]

   当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、会社の支配に関する基本方針について取締役会において次のとおり

決議いたしております。

 ①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

   当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの事業特性、並びに当社の企業価値の源

泉を十分理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させることができる者である

ことが必要と考えております。

   当社は、大正６年の創業以来、一貫して「社会の発展への寄与」を理念とする経営を行ってまいりました。水まわ

りを中心とした豊かで快適な生活文化創造にあたっては、たゆまぬ研究開発と市場開拓を行い、必要な設備や人財

育成に長期的投資を行うことによって、日本市場の中で、「環境配慮」を実現する節電・節水技術の開発、「清

潔・快適」「ユニバーサルデザイン」を実現する素材開発、「安心・信頼」を実現するビフォア・アフターサービ

ス体制等、総合的な事業活動による価値の創造と提供を図ってまいりました。現在では、日本市場で築いた事業モ

デルを活かし、米国・アジアをはじめとする世界の水まわり市場の積極開拓により、一層の価値向上を図る一方、

日本の水まわり市場において確固たる地位を築いたことによる供給責任にも応えています。創業以来90余年にわた

り、広く社会の発展に寄与し続けたことが、現在の当社の企業価値ひいては株主共同の利益につながっています。

   当社は、公開会社として、当社株券等を保有する株主の皆様をはじめとするステークホルダーの皆様の期待に応え

続けるためにも、これまでに築いた当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうことなく、長期にわたって持

続的に向上させていくことが必要と考えております。

   そこで、特定の者又はグループによって当社株券等の大量買付行為が行われた場合には、これまで当社の企業価値

を支えていただいた株主の皆様のために、当該大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するか

否かの判断材料の提供と検討期間を確保すると共に、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないと判断さ
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れる場合には一定の対抗措置を講じることができるように大量買付行為に関する対応方針を定めておくことが必要

と考えています。

 ②基本方針の実現に資する取組み

 （ⅰ）社是・企業理念及び中長期経営計画

   当社グループは、社是「愛業至誠：良品と均質 奉仕と信用 協力と発展」とＴＯＴＯグループ企業理念「私たち

ＴＯＴＯグループは、水まわりを中心とした、豊かで快適な生活文化を創造し、お客様の期待以上の満足を追求し

続けることで、社会の発展に貢献します。」に基づき、広く社会や地球環境にとって有益な存在であり続けること

を目指して企業活動を推進しております。

   当社の企業価値の源泉は、（a）高品質な製品を提供し続けてきた高度な生産技術力、（b）ユニットバス・ウォ

シュレット等の新たな生活文化の創造に寄与する商品やネオレスト・ハイドロテクト等の環境配慮商品を創造して

きた研究開発力、（c）お客様の多様なニーズにきめ細やかに対応できる高品質かつ豊富な商品群、（d）お客様に

安心・安全・信頼の証として認知された企業ブランド、（e）取引先との良好かつ長期的なパートナーシップに基づ

く販売力、（f）前記（a）～（e）の維持・発展を担う従業員等にあります。

   当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保・向上させるため、創立100周年を迎える平成29年

（2017年）における当社の目指す姿と、その実現に向けた戦略フレームを示した長期経営計画「Ｖプラン２０１

７」を策定し、グループを挙げて取り組みを推進しております。

   「Ｖプラン２０１７」では、当社が目指す姿として、『「世界中のお客様」に新しい「まいにち」を提供し、これ

からも必要とされ続ける存在として「真のグローバル企業」になる』ことを掲げています。

   戦略フレームにつきましては、国内住設事業、海外住設事業、新領域事業の３つの事業領域と、それらにまたがる

「マーケティング革新」「サプライチェーン革新」「ものづくり革新」「マネジメントリソース革新」の４つの全

社横断の革新活動をあわせて強力に推進することで経営目標達成に取り組むと共に、環境配慮の取り組みやコーポ

レート・ガバナンスを強化しています。

「Ｖプラン２０１７」に基づき、平成22年度、平成23年度と全社最適の視点で基盤の整備に取り組み、平成24年度

からは３ヵ年の中期経営計画を策定し推進してまいりましたが、その目標を一年前倒しで達成できたことから、平成

26年４月に平成26年度から平成29年度にかけての中期経営計画を新たに策定いたしました。

当社グループは、事業の成長及び収益力の向上、並びに資産の効率的な運用の観点から、（a）売上高営業利益

率、（b）ＲＯＡ（営業利益ベース）を重要な経営指標としています。

   事業の成長及び収益力の向上面では、お客様の期待以上の満足を得ることのできる魅力ある商品とサービスを提供

し続けること、並びに継続的なコストリダクションと生産性向上により、安定的かつ永続的な成長を目指します。

   また、資産の効率的な運用の面では、資産の流動化や負債の圧縮などにより財務体質のスリム化を図り、企業価値

の最大化を目指します。

 （ⅱ）コーポレート・ガバナンスの強化

当社は、経営の客観性・透明性を高め経営責任を明確にすることによって、ステークホルダーの皆様の満足を実現

し、企業価値を永続的に拡大することが企業経営の要であると考えています。

   当社は監査役会設置会社の枠組みの中で、意思決定と監督、及び効果的かつ効率的な執行業務の仕組みを構築し、

企業価値の持続的な向上を図っています。そのために、以下のとおりコーポレート・ガバナンス体制を構築してい

ます。

 （a）取締役及び取締役会

   取締役全員で構成する取締役会は、全社・全グループ最適視点の意思決定を行うことは勿論のこと、ステークホル

ダー最適視点の意思決定、及び取締役相互の職務執行監督を行っています。

   取締役は部門最適に陥ることのないよう全社・全グループ最適視点、ステークホルダー最適視点の意思決定を行う

と共に、自らの業務執行を実践していくために、取締役会議長及び社外取締役以外の取締役は執行役員を兼任して

います（取締役兼執行役員）。

社外取締役にはＴＯＴＯグループが目指す経営を実践している先進企業の経営経験者を招聘しています。社外取締

役は経験豊富な経営者としての高い知見に基づき、経営全般についてさまざまな助言と提言を行っています。

   また、取締役の責任を明確にするため、取締役の任期を１年としています。

 （b）監査役及び監査役会

監査役全員で構成する監査役会は、取締役の職務の執行に関して、適法性及び妥当性の観点から監査を行ってお

り、取締役会をはじめとする主要会議に出席し、必要に応じて意見の表明を行うと共に、監査方針に則り各拠点に赴

き監査を行っています。また、代表取締役との定期的な意見交換など、監査役の監査が実効的に行われることを確保

するための体制を整備しています。

   社外監査役には、企業財務・企業法務等の専門性や企業経営に係る高度な見識・経験を保持している方を招聘し、

取締役会の意思決定や取締役の業務執行について客観的かつ公正な立場から監査を行っています。

 （c）指名諮問委員会・報酬諮問委員会

   イ）指名諮問委員会
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指名諮問委員会は、取締役及び監査役人事に関する審議・確認等を通じて、当社の経営の客観性及び透明性の確保

に資することを目的とし、株主総会に提出する社外取締役・社外監査役を含む取締役又は監査役候補の選任及び解任

に関する議案を取締役会に答申するために設置しています。

   委員は半数以上を社外委員とすることとし、取締役会にて委員及び委員長を選任しています。委員会は、独立役員

４名を社外委員、及び代表取締役を社内委員として構成し、委員長は代表取締役社長執行役員としています。

   ロ）報酬諮問委員会

報酬諮問委員会は、取締役の基本報酬・年次賞与・株式報酬型ストック・オプションの決定プロセスと配分バラン

スが、定款、株主総会決議事項及び取締役報酬基本方針に沿ったものであることの確認並びにその活動を通じて取締

役報酬の妥当性・客観性確保に資することを目的として設置しています。

   委員は過半数を社外委員とすることとし、取締役会にて委員及び委員長を選任しています。委員会は、独立役員４

名を含む社外委員５名と、社内委員として代表権をもたない取締役１名で構成し、委員長は社外委員から選任して

います。

 ③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組

み

   大量買付行為に際して、株主の皆様が当社株式の売却、すなわち大量買付行為を受け入れるか否かの判断を適切に

行っていただくためには、大量買付者から提供される情報のみならず、当該行為が当社に与える影響や、大量買付

者が当社の経営に参画した場合の経営方針、事業計画の内容等の必要かつ十分な情報、及び当該大量買付行為に対

する当社取締役会の評価・意見等も含めた十分な情報が提供されることが不可欠であると考えております。

   そこで、当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保に資するため、「当社株式の大量買付行為に関す

る対応方針（買収防衛策）」（以下、“本プラン”といいます）を導入しております。

   本プランは、大量買付者が大量買付行為を行うにあたり、所定の手続に従うことを要請すると共に、係る手続に従

わない大量買付行為がなされる場合や、係る手続に従った場合であっても当該大量買付行為が当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を著しく害するものであると判断される場合には、係る大量買付行為に対する対抗措置とし

て、新株予約権の無償割当て（会社法第277条以下に規定されています。）の方法により、当社取締役会が定める一

定の日における株主に対して新株予約権を無償で割り当てるというものです。

   本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）には、（ⅰ）大量買付者及び

その関係者による行使を禁止する行使条件や、（ⅱ）当社が本新株予約権の取得と引き換えに大量買付者及びその

関係者以外の株主の皆様に当社株式を交付する取得条項等を付すことが予定されております。

 ④本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社役員の地位の維持を目的とす

るものでないことについて

   当社取締役会は、以下の理由から上記③の取り組みが当社の上記①の基本方針及び企業価値ひいては株主共同の利

益の確保に資するものであり、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

 （ⅰ）買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していると考えられること

   本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の

ための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（「企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則」、「事前開

示・株主意思の原則」、「必要性・相当性の原則」）を完全に充足しており、また株式会社東京証券取引所の定め

る買収防衛策の導入に係る諸規則の趣旨に合致したものです。なお、本プランは、平成20年６月30日に公表され

た、経済産業省の企業価値研究会の報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も勘案し

ております。

 （ⅱ）当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としていること

   本プランは、当社株券等に対する大量買付行為がなされた際に、当該大量買付行為に応じるべきか否かを株主の皆

様が判断し、また当社取締役会が株主の皆様のために代替案を提示し、大量買付者と交渉を行うこと等を可能とす

るために必要な情報や時間を確保することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し向上させるこ

とを目的とするものです。

 （ⅲ）株主意思を重視するものであること

   （a）本プランの更新にあたっては、定時株主総会において株主の皆様の承認をお諮りします。また、本プランの

有効期間の満了前であっても、株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはそ

の時点で廃止されることとなります。

   （b）本プランは、本プランに基づく対抗措置の発動又は不発動の決定を株主の皆様が取締役会に委ねる前提とし

て、当該対抗措置の発動条件を個別の場合に応じて具体的に設定し、株主の皆様に示すものです。加えて、当社取

締役会は、本プランに従い対抗措置を発動するか否かの判断を行うにあたり、株主の皆様の意思を尊重する趣旨か

ら必要かつ相当であると判断した場合には、株主意思確認総会を開催し、株主の皆様の意思を確認することとして

います。

 （ⅳ）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

   当社は、当社取締役会の判断の合理性及び公正性を担保するために、取締役会から独立した機関として、特別委員

会を設置します。なお、特別委員会は、当社社外取締役、社外監査役又は社外有識者により構成されます。

   加えて、当社取締役会が特別委員会の勧告を最大限尊重した上で決定を行うことにより、当社取締役会が恣意的に

本プランに基づく対抗措置の発動を行うことを防ぐと共に、特別委員会の判断の概要については適時かつ適切に株
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主の皆様等に情報開示することとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるべく

本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

 （ⅴ）合理的な客観的要件の設定

   本プランは、予め定められた合理的かつ客観的な要件が充足されなければ発動されないように設定されており、取

締役会による恣意的な発動を防止できる仕組みを確保しています。

 （ⅵ）外部専門家等の意見の取得

   本プランにおいては、大量買付者が出現した場合、取締役会及び特別委員会が、当社の費用で、外部専門家等の助

言を得ることができることとされています。これにより、取締役会及び特別委員会による判断の公正性及び客観性

がより強く担保される仕組みが確保されています。

 （ⅶ）デッド・ハンド型やスロー・ハンド型の買収防衛策ではないこと

   本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止することができること

としており、デッド・ハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない

買収防衛策）ではありません。また、当社は、取締役任期を１年としており、期差任期制度を採用していないた

め、本プランは、スロー・ハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができずその発動を阻

止するのに時間が掛かる買収防衛策）でもありません。

 

(３）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１３５億３千３百万円です。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 353,962,595 353,962,595

㈱東京証券取引所

（市場第一部）

㈱名古屋証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

単元株式数

1,000株

計 353,962,595 353,962,595 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成27年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれていません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 353,962 － 35,579 － 29,101

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしていま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

15,822,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

336,351,000
336,351 －

単元未満株式
普通株式

1,789,595
－

１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 353,962,595 － －

総株主の議決権 － 336,351 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株含まれています。

また「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれています。

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＴＯＴＯ株式会社
北九州市小倉北区

中島２－１－１
15,822,000 － 15,822,000 4.47

計 － 15,822,000 － 15,822,000 4.47

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 61,156 65,941

受取手形及び売掛金 102,213 92,016

有価証券 25,020 9,030

商品及び製品 32,070 38,954

仕掛品 8,986 14,671

原材料及び貯蔵品 11,911 12,983

その他 17,738 18,248

貸倒引当金 △295 △273

流動資産合計 258,800 251,572

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 50,035 61,855

土地 29,990 29,869

その他（純額） 57,763 56,881

有形固定資産合計 137,789 148,606

無形固定資産   

のれん 359 349

その他 13,024 13,809

無形固定資産合計 13,383 14,159

投資その他の資産   

投資有価証券 46,153 57,742

その他 20,536 24,731

貸倒引当金 △275 △250

投資その他の資産合計 66,413 82,223

固定資産合計 217,586 244,988

資産合計 476,387 496,561
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 73,041 74,038

短期借入金 5,925 7,410

未払法人税等 4,750 535

役員賞与引当金 285 114

製品点検補修引当金 31 17

事業再編引当金 1,055 910

環境対策引当金 944 964

その他 66,919 64,465

流動負債合計 152,955 148,457

固定負債   

長期借入金 26,858 24,909

退職給付に係る負債 37,131 62,105

その他 2,845 2,540

固定負債合計 66,835 89,555

負債合計 219,790 238,012

純資産の部   

株主資本   

資本金 35,579 35,579

資本剰余金 29,216 29,216

利益剰余金 190,410 180,260

自己株式 △15,858 △15,567

株主資本合計 239,347 229,489

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,774 15,124

為替換算調整勘定 7,321 10,025

退職給付に係る調整累計額 △6,635 △5,534

その他の包括利益累計額合計 8,459 19,614

新株予約権 583 602

少数株主持分 8,206 8,842

純資産合計 256,596 258,548

負債純資産合計 476,387 496,561
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 392,327 389,107

売上原価 242,424 241,323

売上総利益 149,903 147,784

販売費及び一般管理費 117,376 122,595

営業利益 32,526 25,188

営業外収益   

受取利息 1,036 1,374

受取配当金 795 915

持分法による投資利益 702 822

為替差益 919 1,191

その他 1,221 962

営業外収益合計 4,676 5,264

営業外費用   

支払利息 121 102

売上割引 880 902

固定資産除却損 307 797

その他 305 529

営業外費用合計 1,615 2,331

経常利益 35,587 28,122

特別利益   

土地等売却益 4,936 -

投資有価証券売却益 38 62

関係会社株式売却益 4,808 -

会員権売却益 - 0

受取補償金 127 175

持分変動利益 172 -

特別利益合計 10,083 237

特別損失   

土地等売却損 208 8

投資有価証券売却損 0 -

会員権売却損 - 0

有価証券評価損 1 38

会員権評価損 0 3

減損損失 - 44

事業再編費用 945 60

環境対策費 - 150

特別損失合計 1,155 305

税金等調整前四半期純利益 44,514 28,054

法人税、住民税及び事業税 6,584 5,867

法人税等調整額 3,543 2,442

法人税等合計 10,128 8,309

少数株主損益調整前四半期純利益 34,386 19,744

少数株主利益 734 919

四半期純利益 33,652 18,824
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 34,386 19,744

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 6,984 7,350

為替換算調整勘定 9,031 2,752

退職給付に係る調整額 - 1,100

持分法適用会社に対する持分相当額 371 185

その他の包括利益合計 16,387 11,387

四半期包括利益 50,774 31,132

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 49,288 29,978

少数株主に係る四半期包括利益 1,485 1,153
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を残存勤務期間に基づく割引

率から単一の加重平均割引率へ変更しています。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しています。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が29,970百万円増加すると共に、退職給付

に係る資産が1,042百万円減少し、利益剰余金が20,209百万円減少しています。また、当第３四半期連結累計期

間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ353百万円増加しています。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成

25年12月25日）を第１四半期連結会計期間より適用していますが、第１四半期連結会計期間の期首より前に締結

された信託契約について、従来採用していた方法により会計処理を行っています。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

手形債権流動化に伴う買戻し義務額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

 －百万円 2,785百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 10,751百万円 12,557百万円

 

EDINET提出書類

ＴＯＴＯ株式会社(E01138)

四半期報告書

17/23



（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月20日

取締役会
普通株式 2,767 8.0 平成25年３月31日 平成25年６月６日 利益剰余金

平成25年10月31日

取締役会
普通株式 3,393 10.0 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金

（注）１．平成25年５月20日取締役会決議に基づく配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口に対する配当金

21百万円を含めています。

２．平成25年10月31日取締役会決議に基づく配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口に対する配当金

23百万円を含めています。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

（１）自己株式の取得

当社は、平成25年７月31日開催の取締役会決議に基づき、自己株式7,875千株を取得しました。これ

により、当第３四半期連結累計期間において自己株式が9,999百万円増加しました。

 

（２）自己株式の消却

当社は、平成25年７月31日開催の取締役会決議に基づき、平成25年８月９日付で普通株式17,700千株

を消却しました。これにより、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が221百万円、利益剰余

金が9,945百万円、自己株式が10,166百万円それぞれ減少しています。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月19日

取締役会
普通株式 4,394 13.0 平成26年３月31日 平成26年６月６日 利益剰余金

平成26年10月31日

取締役会
普通株式 4,395 13.0 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金

（注）１．平成26年５月19日取締役会決議に基づく配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口に対する配当金

28百万円を含めています。

２．平成26年10月31日取締役会決議に基づく配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口に対する配当金

24百万円を含めています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

 

国内住設事業

海外住設事業

 米州 中国
アジア・

オセアニア
欧州 計

売上高       

外部顧客への売上高 311,518 17,091 36,414 11,577 2,679 67,762

セグメント間の内部

売上高又は振替高
8,105 5 11,031 10,570 0 21,608

計 319,623 17,097 47,445 22,148 2,679 89,371

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
26,236 896 8,040 1,836 △520 10,252

 

        

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

 新領域事業
計

 セラミック事業 環境建材事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 6,230 6,658 12,889 392,170 156 392,327 － 392,327

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 1,134 1,134 30,847 158 31,006 △31,006 －

計 6,230 7,792 14,023 423,018 315 423,334 △31,006 392,327

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
△720 △680 △1,400 35,088 41 35,130 △2,603 32,526

（注）１． 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等です。

     ２． セグメント利益又はセグメント損失の調整額△2,603百万円には、各セグメントに配分していない全

社費用△2,315百万円等が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない基礎研究

等に係る費用です。

     ３． セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

 

国内住設事業

海外住設事業

 米州 中国
アジア・

オセアニア
欧州 計

売上高       

外部顧客への売上高 289,603 21,029 43,706 17,524 3,023 85,284

セグメント間の内部

売上高又は振替高
8,015 18 13,661 11,764 10 25,454

計 297,618 21,048 57,367 29,289 3,033 110,739

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
12,162 1,334 12,241 3,620 △390 16,807

 

        

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

 新領域事業
計

 セラミック事業 環境建材事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 7,650 6,380 14,031 388,919 187 389,107 － 389,107

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 909 909 34,379 37 34,417 △34,417 －

計 7,650 7,290 14,941 423,299 225 423,524 △34,417 389,107

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
163 △644 △480 28,488 86 28,575 △3,386 25,188

（注）１． 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等です。

     ２． セグメント利益又はセグメント損失の調整額△3,386百万円には、各セグメントに配分していない全

社費用△2,556百万円等が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない基礎研究

等に係る費用です。

     ３． セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益（円） 99.00 56.00

（算定上の基礎）   

四半期純利益（百万円） 33,652 18,824

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 33,652 18,824

普通株式の期中平均株式数（千株） 339,923 336,160

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益（円） 98.70 55.83

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 1,016 1,016

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（注） 「普通株式の期中平均株式数」は、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を控除しています。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成26年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 中間配当による配当金の総額……………………4,395百万円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………13円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月１日

 (注)  平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月９日

ＴＯＴＯ株式会社

取締役会 御中
 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森   行一   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金子 一昭   印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＯＴＯ株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＯＴＯ株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。

    ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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